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地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の更なる推進に向けた取組について（通知） 

 

行政課題が複雑・多様化する一方で、人口減少・少子高齢化が進むなど、地方公共団体を取

り巻く状況が大きく変化する中で、行政課題に的確に対応し、住民の要望に応えていくために

は、地方公共団体の職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力を十分発揮できることが求め

られます。 

総務省が実施した「令和４年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」によれば、メンタ

ルヘルス不調による長期休務者は、全国で44,764人（対前年5,367人増）、割合は1.4％（対前

年0.2％増）であり、また、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」という。）

が毎年実施している「地方公務員健康状況等の現況」によれば、メンタルヘルス不調による長

期休務者は、10年前の約1.8倍、15年前の約2.1倍となっており、増加傾向が続いていることが

明らかになるとともに、同安衛協調査では、男女別・年齢区分別で20代及び30代の長期病休者

率が高いという特徴も見られました。こうした状況を踏まえ、引き続き、各地方公共団体にお

いて、地方公務員のメンタルヘルス対策に積極的に取り組むことが重要です。 

総務省では、安衛協と連携して令和３年度から継続して研究会を開催し、地方公共団体のメ

ンタルヘルス対策のあり方を検討しており、令和４年度の研究会では、地方公共団体の支援策

として、「メンタルヘルス対策に関する計画（例）」※を作成したところです。 

令和５年度は、メンタルヘルス対策の更なる推進を図るため、地方公共団体参加型の研究会

を開催（現地開催）し、課題等を直接聴取しながら意見交換が行われたところであり、そこで

得られた知見や取組事例等を参考として、今般、研究会報告書が取りまとめられました。 

当該報告書においては、計画的・継続的なメンタルヘルス対策に向けた対応策として、地方

公共団体自ら主体的に取り組む重要性を改めて掲げた上で、産業医等の専門家に相談しやすい
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体制・関係性の構築や、メンタルヘルスに関する各取組を連動させ、職員に分かりやすく見え

る化することのほか、地方公共団体の課題として多く挙げられた若年層職員対策や復職支援対

策として、早期の情報提供や職場復帰のルールづくりが必要であることなどのポイントについ

てまとめられています。 

職員がメンタルヘルス不調に至る要因は様々であり、その対策は多岐にわたることから、組

織のトップである知事・市町村長等のリーダーシップの下、人事担当部局のみならず各部局、

職場内外の医師、保健スタッフ等が連携した全庁的な体制を確保し、メンタルヘルス不調の予

防から再発防止までの各段階に応じて、計画的かつ継続的に対応することが重要です。そのた

めにも、組織内外の関係者間のそれぞれの役割や連携を体系立てて示したメンタルヘルス対策

に関する計画の自主的な策定等を通じて、メンタルヘルス対策を着実に実施する必要がありま

す。 

こうしたことを踏まえ、各地方公共団体におかれては、研究会報告書を参考としていただき、

引き続き、メンタルヘルス対策の更なる推進に向けて対応いただくようお願いします。 

報告書（電子データ）は、総務省のホームページ（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/ji

chi_gyousei/koumuin_seido/anzen_koumu_mhr5.html）に掲載しているほか、安衛協から各地

方公共団体の安全衛生担当課に報告書（冊子）を送付しています（概要は参考１参照）。 

各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）に対してもこの旨

周知いただきますようお願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・

照会システムを通じて、各市区町村に対しても、本件について情報提供を行っていることを申

し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治

法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

 

※「メンタルヘルス対策に関する計画（例）」は、各地方公共団体における全庁的・継続的なメンタルヘルス

対策の推進のための支援策として作成されたものであり、地方公共団体の規模に関わらず、地域の実情に合

わせて自主的に計画等を策定し、メンタルヘルス対策の効果的な実施につなげられるよう、３部構成（本編、

別冊、簡易版）となっている（参考２参照）。 

 

（連絡先） 

自治行政局公務員部安全厚生推進室 

  板垣、別所 

TEL:03-5253-5560（直通） 

E-mail： anzenkousei01@soumu.go.jp 


